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建設工事に伴う廃棄物処理の元請責任について
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大阪府環境農林水産部循環型社会推進室
産業廃棄物指導課 監視指導Ｇ

泉州農と緑の総合事務所 環境指導課

説明資料



１．産業廃棄物の不適正処理

（2枚目/10枚） Keyword：野焼き、不法投棄、野積み

〇産業廃棄物指導課の業務
産業廃棄物の適正処理と不法投棄等不適正処理の未然防止を図るため、
事業者・処理業者等に対する監視パトロールや指導を行っている。
〼監視指導Ｇ：不適正処理対策（監視・指導、行政処分（命令)等）に関すること

所管法令：廃棄物の処理及び清掃に関する法律（「廃棄物処理法」）他

〇産業廃棄物の不適正処理の例
野焼き 不法投棄 野積み

廃棄物処理法の基準を満たさない
産業廃棄物の保管

みだりに産業廃棄物を捨てる行為
産業廃棄物を長期間放置する行為

廃棄物処理法の基準を
満たさない焼却



１．産業廃棄物の不適正処理

（3枚目/10枚） Keyword：直罰規定、⾏政指導

〇産業廃棄物の不適正処理の例

野焼き 不法投棄

野積み

廃棄物による造成

行為者への指導の結果…

〇廃棄物発生元が建設工事
〇行為者は下請業者

とわかるケースが多い

直罰規定あり
⾏為者へ指導

処理基準の遵守等
を⾏為者へ指導
⼜は命令
(命令違反には罰則)

5年以下の懲役もしくは
1000万円以下の罰⾦
またはその併科
(法⼈には３億円以下の罰⾦)
（法⼈重課）



２．元請責任

（4枚目/10枚） Keyword：⽣活環境の保全、公衆衛⽣の向上

①廃棄物処理法での根拠条文

（目的）第一条
この法律は、廃棄物の排出を抑制し、及び廃棄物の適正な分別、保管、
収集、運搬、再生、処分等の処理をし、並びに生活環境を清潔にする
ことにより、生活環境の保全及び公衆衛生の向上を図ることを目的とする。

（事業者の責務）第三条第一項
事業者は、その事業活動に伴つて生じた廃棄物を自らの責任において
適正に処理しなければならない。

第二十一条の三第一項

⇒  建設工事では、元請業者を事業者とする旨の規定あり
建設工事の注文者から直接建設工事を請負った建設業者が元請業者



２．元請責任

（5枚目/10枚） Keyword：元請業者、法21条の3

つまり、

事業者に廃棄物処理の責任がある

建設工事においてはその工事の元請業者が事業者にあたる

元請業者がその廃棄物を適正に処理しなければならない



２．元請責任

（6枚目/10枚） Keyword：⼀括下請負の禁⽌

②不適正処理を招く行為

a)下請業者への一括下請負（丸投げ）

出典：平成28年10月14日付け国土建第275号国土交通省土地・建設産業局長『一括下請負の禁止について』

☑ 廃棄物処理法第21条の3の規定は、
建設工事の元請業者を事業者としたものである。

☑ 建設業法第22条の規定は、
建設業者が請け負った建設工事を、いかなる方法をもって
するかを問わず、一括して他人に請け負わせてはならない
としたもの（分割委託も、実質的に一括下請負なら禁止）

⇒元請業者が下請業者に一括下請負(丸投げ)することで
廃棄物の処理責任の所在が曖昧になる！



２．元請責任

（7枚目/10枚） Keyword：委託基準違反

②不適正処理を招く行為

b)産業廃棄物の無許可業者への
産業廃棄物の処理の委託＊

☑ 一括下請負（建設業法第22条違反）以外にも、産業廃棄物
処理業無許可の下請業者に産業廃棄物の処理委託は
できません。

〇元請業者が、産業廃棄物処理業許可をもつ業者に処理（運搬や処分）を委託すること
〇元請業者が、収集運搬業者と処分業者と書面で契約を結んでいること
〇廃棄物の搬出時は、元請業者がマニフェストを手交すること
〇委託業者に対して適正な価格で産業廃棄物の処理を委託していること 等々

⇒産業廃棄物無許可業者への委託は禁止(法第12条第5項違反＊)

委託時の
⼿続き

＊5年以下の懲役もしくは1000万円以下の罰⾦またはその併科



２．元請責任

（8枚目/10枚） Keyword：建設業法令遵守ガイドライン

②不適正処理を招く行為

c)その他、建設業法令遵守ガイドラインに
基づかない各種行為

☑ 不適正処理の原因は様々あるが、
結果的に元請業者が廃棄物の不適正処理の責任
（原状回復や適正処理、刑事責任）を負う。

⇒不適正処理による行政指導や行政処分を受けない対応を

出典：建設業法令遵守ガイドライン（第９版）－元請負人と下請負人の関係に係る留意点－



２．元請責任２．元請責任

（9枚目/10枚）

③廃棄物処理法違反時の罰則と建設業法の扱い (確認)

☑ 建設業法では、他法令違反を受けて、必要な指示又は
営業の停止を命じることができる。
（廃棄物処理法も他の法令のひとつになっています）

（参考）建設業法

不適正処理案件の発生を契機に
〇廃棄物の対応（原状回復や適正な処理）
〇建設業法ほか関係法令への影響（行政処分）
〇法人、個人への罰金や懲役刑（刑事罰）等
元請業者が監督処分を受けることがある

Keyword：廃棄物処理法違反⇒建設業法監督処分対象



３．まとめ

産業廃棄物の適正処理に向けた対応に向けて…

☑ 廃棄物処理法においては元請業者に処理責任がある

☑ 不適正処理が起これば、行政が指導、調査を行い
元請業者に不適正処理の対応を求めることがある。

☑ 結果、監督処分の対象となり得る。

まとめ（10枚目/10枚） Keyword：廃棄物処理法違反⇒建設業法監督処分対象






